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建設産業のさらなる海外展開に向けて

1.　はじめに

わが国建設企業は，世界140カ国以上に進出し，
自然条件，文化，商慣習等が大きく異なる国々に
おいて，インフラプロジェクトの横断的な実施主
体として，着実なインフラ整備に貢献してきた。
現在わが国では，政府を挙げてインフラシステム
の海外展開に取り組んでいるところであるが，イ
ンフラシステムの海外展開は，それ自体が「地球
儀を俯瞰する外交」の一翼を担うものであり，わ
が国企業がこれまで培ってきた優れた技術やノウ
ハウが，新興国をはじめとした各国の成長に大き
な役割を果たすことが期待される。
加えて，経済成長を続ける新興国を中心とした

世界市場では，急速な人口増加を背景として膨大
なインフラ需要が顕在化している。特に，わが国
企業の関心の高いアジア地域に限ってみても，
2016 年から 2030 年にかけてのインフラ需要は約
26 兆ドル（約 3,000 兆円）に上ると試算されてお
り，今後，わが国建設業が持続的な発展を続けて
いくためには，こうした世界市場へ積極的に進出
し，膨大なインフラ需要を取り込んでいくことが
重要である（図－ 1）。
このような建設市場を取り巻く状況を踏まえ，
2013 年に経協インフラ戦略会議において決定さ

れた「インフラシステム輸出戦略」では，政府全
体として，「2020 年に約 30 兆円のインフラシス
テム受注（うち 2020 年の建設業の新規海外受注
高 2兆円）」との目標が掲げられ，わが国企業に
よるインフラシステムの海外展開支援を強力に推
進しているところである。建設分野においては，
過去最高となった 2014 年度に続き，近年では 1.5
兆円を超える水準で海外受注高が維持されている
（図－ 2）。
しかし，海外の建設市場においては，競合国と
の受注獲得競争が激化しており，この厳しい競争
を勝ち抜いていくためには，官民が一丸となり，
日本のインフラシステムの海外展開に向けた取組
みを強化していくことが求められる。そこで，本
稿では，国土交通省土地・建設産業局における建
設産業の海外展開支援策を紹介する。

2.　建設産業の海外展開支援策

インフラシステムの海外展開については，海外
の成長市場を取り込みわが国の成長につなげるも
のとして，2017 年 5 月に改定された「インフラ
システム輸出戦略」において，「2020 年に建設業
の新規海外受注高 2兆円」達成に向け官民一体と
なった施策を推進していくことが明記されてお
り，2017 年 6 月に閣議決定された「未来投資戦
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図－ 1　世界の建設市場の動向

図－ 2　わが国建設企業の海外受注実績の推移
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略 2017」においても，「質の高いインフラ投資」
を推進し，「インフラシステム輸出戦略」に記載
された施策を官民一体となって推進していくこと
とされている。また，2017 年 3 月に改定された
「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画
2017」においても，インフラ整備の横断的な実施
主体となる建設産業の海外展開の取組みについ
て，引き続き強力に推進していくこととされてい
るところである。
こうした政府，そして国土交通省としての方針
のもと，土地・建設産業局では，わが国建設企業
の海外進出の基盤強化に向け，政府主導で環境整
備を推進する「ビジネス環境整備」，政府間の連
携や政府の持つリソースを最大限活用し，新ビジ
ネスの展開や日系企業独自の技術・ノウハウの売
り込みを促進していく「ビジネス機会創出」とい
う 2本の柱のもと，わが国建設企業の海外進出を
後押しするための各種施策に取り組んでいる（図
－ 3）。

⑴　ビジネス環境整備
①　二国間の枠組の構築・関係強化
わが国にとって重要な市場は競合国との競争市
場でもある。当該市場との関係性を政府レベルで
強化し，わが国のプレゼンスを向上させていくこ
とは，わが国建設企業が相手国においてより円滑
なビジネスを行っていくための基盤となる。この
ため，土地・建設産業局では，相手国政府ととも
に二国間の建設会議等を継続的に開催すること
で，相手国との協力関係を構築・強化していると
ころである。
例えば，2013 年にベトナム政府との間で開催
した「日ベトナム建設会議」において，日本の入
札制度についての紹介を行ったところ，これが契
機となり，同国において，日本の制度を参考とし
た「総合評価制度」が導入され，価格面だけでな
く，日本の建設企業の強みである品質や技術とい
った要素も，入札時における評価対象に加味され
るビジネス環境が整った。また，今年度には，イ
ンドネシア，フィリピン政府との間で，それぞれ

図－ 3　建設産業の海外展開支援に係る土地・建設産業局の取組み

建設マネジメント技術　　2018 年 1 月号 15

建マネ1801_03_特集_2_四.indd   15 17/12/25   15:21



インフラ産業の海外展開特集 インフラ産業の海外展開

会議を開催。わが国の取組みやわが国企業の有す
る技術・ノウハウを共有すること等を通じて，相
手国政府，民間建設企業等との間でネットワーク
の拡大・強化を図ってきたところである。

②　制度整備・普及支援
わが国にとって重要な市場である新興国におい
ては，日本では当たり前の建設業許可制度や入札
契約制度，土地取得制度といった公平・公正な競
争や円滑なインフラ整備の前提となる関連制度が
未整備である国がまだまだ多く存在する。このた
め，入札においてわが国の強みが評価されない等
の問題によりわが国企業の進出の支障となるだけ
でなく，インフラ整備が円滑に進まないことによ
り新興国の発展の障壁にもなっている。
このため土地・建設産業局では，こうした国々
に対し，相手国政府の要望を踏まえながら，日本
の土地・建設関連制度に関するセミナーの実施，
専門家の派遣，人材育成支援等を行うことで，当
該国における円滑なインフラ整備の基盤を構築す
るとともに，わが国建設企業の技術やノウハウが
より評価・生かされやすく，わが国企業の進出し

やすいビジネス環境の整備に取り組んでいるとこ
ろである（図－ 4）。
例えば，カンボジアにおいては，建設業関連制
度に関するセミナーの開催が契機となり，現在，
日本の建設業法を参考にした形での建設法案の起
草準備が進められており，同国への専門家の派遣
を行いながら，法案制定作業を支援している。こ
の他にも，ベトナムやミャンマーにおいても，先
に述べた入札契約制度に加え，日本の制度を参考
にした形での土地収用制度，建設業関連制度の導
入が検討されており，セミナーの開催等により現
地政府との意見交換を行いながら，今後の支援方
策等について検討を進めているところである。
こうした新興国からの制度整備支援に対する要
望は，わが国の建設企業の海外進出の拡大と並行
し増加の一途をたどっており，同時に，これら増
加する制度整備に関するニーズに応えることがで
きる新興国の人材を早急に育成していくことも求
められている。こうした制度整備支援および人材
育成支援の両ニーズに応えるべく，今年度，
ASEAN諸国の制度整備のキーパーソンとなる政
府職員を対象として，関連制度等の座学および主

図－ 4　制度整備普及・支援の実績
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要プロジェクトの視察を一連のカリキュラムとし
て提供する 2週間にわたる研修プログラムを実施
した（写真－ 1）。日本の土地・建設関連制度お
よび日本式の制度構築ノウハウを幅広く紹介する
ことで，ASEAN諸国における日本の制度に準じ
た制度の導入を促すとともに，各国におけるネッ
トワークを構築していくことが期待される。

③　情報提供・収集
わが国建設企業が海外市場へ進出するために

は，建設業関連制度や税制等の進出しようとする
市場に関する基礎情報が欠かせない一方で，特
に，中堅・中小規模の企業については，自力での
情報収集に困難を伴うことが多い。このため，土
地・建設産業局では，アジア諸国を中心とする
30 の国と地域を対象に，海外に進出するにあた
り必要となる各種情報（ビジネス環境，建設業許
可制度，入札契約制度，税制等）について継続的
に調査・情報収集を行い，データベースとして
2013 年より国土交通省のホームページ上で提供
しているところである（図－ 5）。

④　国際交渉の活用
わが国建設企業が海外進出を検討する際に，相

手国政府の外資に対する各種規制が進出の足かせ

となる場合がある。また，進出後の急な制度変更
等の突発的なトラブルが発生する場合も多い。こ
うした各種規制の緩和・撤廃やトラブルの未然防
止・解決に向けて，土地・建設産業局では，経済
連携協定（EPA）等の国際約束の枠組みや，大
使館・要人会談等の外交窓口を通じ，ビジネス環
境の改善についての働きかけを行っているところ
である。
例えば，インドネシアにおいては，2014 年よ
り，外国建設企業の工事等にかかる規制強化の動
きが続いていた。こうしたインドネシア政府の動
きに対し，現地に進出している日系建設企業から
懸念の声が多く寄せられていたところ，政府要人
の会談の場，大使館を通じた対話の場，日・イン
ドネシア経済連携協定見直し交渉の場等におい
て，相手国政府に対し，外資建設企業の投資環境
の改善を継続的に要求してきた結果，一部規制の
緩和が実現した。さらに，TPP や東アジア地域
包括的経済連携協定（RCEP）など，わが国建設
市場の利益を保護するだけでなく，参加国におけ
る建設市場のさらなる開放を求め，相手国政府に
対する働きかけを実施してきているところである。

⑵　ビジネス機会創出
①　相手国政府と連携した事業スキームの構築

写真－ 1　研修生による国土交通大臣表敬
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現在，わが国建設企業が海外で手がける工事の
大半を請負工事が占めている。他方，膨大なイン
フラ需要が顕在化するASEAN諸国を中心とす
るアジア諸国においては，国家資金が十分でなく
金融システムも脆弱であることから，PPP 手法
を活用し，民間資金を導入することで，迅速なイ
ンフラ整備を行いたいというニーズが強く，多く
の国がインフラ整備に PPP 手法を活用するとの
方針を掲げている。こうしたインフラ整備をめぐ
る世界の市場動向の変化を捕まえ，わが国建設企
業も，請負工事のみならず，PPP をはじめ，今
後，そのビジネスモデルを多様化していくことが
求められる。
こうした中，2017 年 6月，バングラデシュPPP
庁と国土交通省との間で，バングラデシュにおけ
る特定の PPP プロジェクトについて，わが国企
業が競争入札を経ずに優先的に交渉権を得られる
とする枠組みを構築する覚書を締結した。この覚
書に基づき，バングラデシュ政府と国土交通省が
主導する「ジョイント・プラットフォーム」を設

置し，同プラットフォームにおいて，同枠組みを
活用したプロジェクトの早期組成に向けた取組み
を進めているところである（図－ 6）。

②　中堅・中小建設企業の海外進出支援
わが国の中堅・中小建設企業は，その独自の技
術やノウハウから，海外の建設市場における高い
優位性を発揮する可能性を有する企業が多く存在
する。海外進出に関心を有する中堅・中小建設企
業の数は増加する一方，企業単独で海外進出に必
要な情報収集や体制構築を行っていくことが困難
であるといった理由により，海外進出に二の足を
踏むケースも多く見られている。このため，土
地・建設産業局では，中堅・中小建設企業のアジ
ア諸国を中心とする海外進出を支援するため，セ
ミナーによる情報提供，進出対象国へのミッショ
ン派遣による現地とのネットワーク構築支援等企
業の進出ステージに応じた支援メニューを提供し
てきたところである（図－ 7）。

図－ 5　海外建設・不動産市場データベース
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図－ 6　バングラデシュ政府と連携した PPPプロジェクトの組成

図－ 7　中堅・中小建設企業の海外進出支援
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こうした中で，2017 年 2 月に中堅・中小建設
企業を対象としたアンケート調査を実施したとこ
ろ，約 3割の企業が「相手国情報の提供」に関す
る支援を必要と回答するとともに，約 9割が政府
や民間機関等が提供する各種海外進出支援メニュ
ーについて「知らない」，または，「利用したこと
がない」と回答した。こうした現状を受け，2017
年 6 月には，政府の支援策等をはじめとした必要
な情報や課題の共有等を図るプラットフォームと
して「中堅・中小建設業海外展開推進協議会
（JASMOC）」を設置したところである。同協議
会は発足からまだ 1年を経過しないものの，既に
会員企業の数は 140 社を超えている。
土地・建設産業局では，これら企業間の横のつ
ながりの形成も促しながら，1）海外進出に必要
な情報の共有（海外建設市場の動向，進出事例の
紹介等），2）海外進出セミナーの開催，3）支援
機関からの情報提供，4）個別課題に関する検討
（人材育成や金融支援に関する勉強会の開催），5）
定期的な実績報告等の取組みを実施することで，
中堅・中小建設企業の海外進出を後押ししていく
こととしている（図－ 8）。

③　拠点国と連携した第三国への展開
現在，わが国建設企業の進出市場としては，ア
ジアや北米が中心となっている。これらの市場
は，依然，わが国建設企業にとっての最重要マー
ケットである一方，アフリカや中東をはじめとす
る新市場での新しいビジネスの可能性も同時に開
拓し，新たな需要も取り込んでいくことが重要で
ある。これらの新市場においては，現地の制度に
関する知見や現地政府・企業とのネットワーク等
の側面において，既に進出を進めている他国企業
と比べ，わが国企業が劣後する要素が多くあるこ
とから，こうした要素を補完するパートナーとし
て，現地でのビジネスノウハウやネットワークを
有し，人材・資機材等の調達に強みを持つ拠点国
（フランス，トルコ，シンガポール等）の企業と
わが国建設企業との連携が重要となる。
このため，土地・建設産業局では，政府間会議
やセミナー，ビジネスマッチングの開催等を行っ
ている（図－ 9）。例えば，2017 年 3 月にはシン
ガポール建築建設庁と合同で，両国企業による第
三国への展開も視野に入れたセミナーを開催した
ところであり，本年 3 月をめどにトルコとの間

図－ 8　中堅・中小建設業海外展開推進協議会（JASMOC）
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で，日本とトルコの両国企業の連携をテーマとし
た「日本・トルコ建設産業会議」を開催する予定
である。

3.　おわりに

2017 年 7 月に取りまとめられた「建設産業政
策 2017 ＋ 10」においても，今後の建設産業が目
指す方向性として，「熾烈な国際競争の中で，官
民の連携を強化し，高度な技術力やファイナンス
など我が国の強みを生かして，海外建設市場にお
ける受注の確保・拡大が図られること」が挙げら

れており，昨年末には「質の高いインフラ」を象
徴する建設プロジェクトや「質の高いインフラ」
の普及に貢献している中堅・中小建設関連企業を
表彰する「JAPANコンストラクション国際賞」
（国土交通大臣表彰）を創設するなど，新たな取
組みも進めているところである。
土地・建設産業局としては，これまでの取組み
を一層深化させ，官民連携によるさらなる受注拡
大や新市場への進出，PPP 等請負工事以外のビ
ジネスモデルへの参入等の取組みを通じて，わが
国建設産業のさらなる海外展開を支援してまいり
たい。

図－ 9　拠点国と連携した第三国への展開支援
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